
  

令和７年度君津市総合計画実施計画（案）及び当初予算（案）の概要 

企画政策部 

財 政 部 

１ 令和７年度君津市総合計画実施計画（案） 

(1)概要 

君津市総合計画実施計画（以下「実施計画」という。）は、君津市総合計画前期基本計

画に定める分野ごとの施策を推進するための事業を示す計画となる。なお、実施計画は

毎年度の予算編成と連動していることから、概要のみを示すものとする。 

 

(2)重点取組施策 

ア 子育て  

○きみつ赤ちゃん応援パック事業（18,259 千円）（柱 3-1 子育て） 

○放課後児童健全育成事業（138,280 千円）（柱 3-1 子育て）ほか 

 

イ 教育 

○ＩＣＴ活用推進事業（307,589 千円）（柱 3-2 学校教育）                               

○きみつ SDGs 教育推進事業（8,500 千円）（柱 3-2 学校教育）ほか 

 

ウ 住まい 

○中古住宅取得補助事業（19,011 千円）（柱 4-7 都市創造・住まい） 

○住宅用省エネルギー設備等導入促進事業（8,926 千円）（柱 4-7 都市創造・住まい）

ほか 

                                            

(3)将来ビジョンを実現するための柱ごとの事業 

ア 柱１ 経済と環境が調和したまち 

◆商工業振興 ○ふるさときみつ応援寄附金事業（168,496 千円）ほか 

◆農林業振興 ○有害獣捕獲等促進事業（68,851 千円）ほか 

◆環境共生  ○脱炭素社会推進事業（2,838 千円）ほか                               

◆観光振興  ○郡ダム湖面活用推進事業（1,979 千円）ほか 

 

イ 柱２ 誰もがいきいきと生活できる地域共生のまち 

◆地域福祉  ○生活困窮者等自立相談支援事業（42,400 千円）ほか 

◆高齢者福祉 ○一般介護予防事業（9,974 千円）ほか 

◆障害者福祉 ○障害福祉サービス費支給事業（1,973,444 千円）ほか                          

◆保健・医療 ○各種がん検診事業（70,653 千円）ほか 

◆スポーツ推進 ○スポーツ推進事業（633 千円）ほか 
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ウ 柱３ 安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまち 

◆子育て   ○妊婦乳幼児健康診査事業（45,271 千円）ほか 

◆学校教育  ○学校支援事業（71,328 千円）ほか 

◆生涯学習  ○公民館等再整備事業（221,320 千円）ほか                               

◆文化・芸術振興 ○市民文化ホール関係費（154,595 千円）ほか 

◆多文化共生 ○国際交流推進事業（2,463 千円） 

 

エ 柱４ 快適で安心して暮らせるまち   

◆防災・減災 ○地域防災力向上事業（1,636 千円）ほか 

◆道路    ○４号幹線歩道整備（宮下～大山野地先）（22,820 千円）ほか 

◆上下水道  ○かずさ水道広域連合企業団出資金等（325,085 千円）ほか                        

◆消防・救急 ○消防団員報酬等関係費（46,440 千円）ほか                              

◆防犯・消費生活・交通安全 ○防犯推進事業（13,767 千円）ほか 

◆移動    ○総合交通体系整備促進事業（1,076 千円）ほか 

◆都市創造・住まい ○内みのわ運動公園リニューアル事業（11,346 千円）ほか 

 

オ 柱５ ともに創る次世代につながるまち 

◆パートナーシップ ○市民協働のまちづくり推進事業（5,168 千円）ほか 

◆地域コミュニティ ○地域づくり協議会支援事業（2,856 千円）ほか 

◆人権・男女共同参画 ○市民相談事業（2,893 千円）ほか                       

◆公共施設マネジメント ○公共施設マネジメント推進事業（2,778 千円）ほか 

◆シティプロモーション ○シティプロモーション推進事業（2,642 千円）ほか 

◆行財政マネジメント ○ＤＸ推進事業（18,307 千円）ほか  



  
２ 令和７年度君津市予算（案）の概要 

 

 一般会計：３５８億７，０００万円（前年度３５６億３，０００万円・０．７％増） 

 

 令和７年度予算の一般会計は３５８億７，０００万円を計上し、重点取組施策である「子

育て」「教育」「住まい」に資する施策に取り組むとともに、持続可能な行財政運営を実現

するため、限りある財源を適正かつ効果的に配分した予算とした。 

 財源となる歳入については、景気の緩やかな回復による市税収入や地方消費税交付金の

増加を見込みつつ、国・県支出金や市債の活用のほか、財政調整基金からの繰入れにより

対応した。 

 

 特別会計：１７０億９，２００万円（前年度１８１億１，３００万円・５．６％減） 

 

 特別会計は１７０億９，２００万円を計上し、国民健康保険会計において、療養給付費

の減が見込まれることなどにより減額となるとともに、介護保険会計において、介護サー

ビス給付費の減が見込まれることにより減額となった。 

 なお、農業集落排水事業については、令和６年度から公営企業会計に移行している。 

 （単位︓千円，％）

令和７年度
予 算 額

令和６年度
予 算 額

比 較 増減率

35,870,000 35,630,000 240,000 0.7

17,092,000 18,113,000 △ 1,021,000 △ 5.6

 国民健康
 事業勘定 8,380,000 8,670,000 △ 290,000 △ 3.3

 保険会計
 直診勘定 56,000 91,000 △ 35,000 △ 38.5

 介護保険会計 7,282,000 8,018,000 △ 736,000 △ 9.2

 後期高齢者医療会計 1,374,000 1,334,000 40,000 3.0

52,962,000 53,743,000 △ 781,000 △ 1.5

47,073 45,891 1,182 2.6

53,009,073 53,788,891 △ 779,818 △ 1.4

 農業集落排水事業会計

   合   計

会  計  名

 一 般 会 計

 特 別 会 計

 一般会計・特別会計合計



 歳入内訳 
  （単位︓千円，％）

構成比 構成比

(１)市税 17,887,000 49.9 17,847,000 50.1 40,000 0.2

(２)分担金及び負担金 145,585 0.4 160,226 0.5 △ 14,641 △ 9.1

(３)使用料及び手数料 425,121 1.2 418,976 1.2 6,145 1.5

(４)財産収入 285,945 0.8 512,128 1.4 △ 226,183 △ 44.2

(５)寄附金 366,002 1.0 564,002 1.6 △ 198,000 △ 35.1

(６)繰入金 1,084,672 3.0 1,318,567 3.7 △ 233,895 △ 17.7

(７)繰越金 300,000 0.8 300,000 0.8 0 0.0

(８)諸収入 1,729,242 4.8 1,268,842 3.6 460,400 36.3

22,223,567 61.9 22,389,741 62.9 △ 166,174 △ 0.7

(９)地方譲与税 565,000 1.6 580,000 1.6 △ 15,000 △ 2.6

(10)利子割交付金 8,000 0.0 5,000 0.0 3,000 60.0

(11)配当割交付金 73,000 0.2 74,000 0.2 △ 1,000 △ 1.4

(12)株式等譲渡所得割交付金 73,000 0.2 61,000 0.2 12,000 19.7

(13)法人事業税交付金 231,000 0.7 219,000 0.6 12,000 5.5

(14)地方消費税交付金 2,301,000 6.4 2,000,000 5.6 301,000 15.1

(15)ゴルフ場利用税交付金 141,000 0.4 146,000 0.4 △ 5,000 △ 3.4

(16)自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

(17)環境性能割交付金 67,000 0.2 52,000 0.2 15,000 28.8

(18)地方特例交付金 62,600 0.2 69,700 0.2 △ 7,100 △ 10.2

(19)地方交付税 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

(20)交通安全対策特別交付金 9,574 0.0 10,172 0.0 △ 598 △ 5.9

(21)国庫支出金 5,606,822 15.6 5,384,526 15.1 222,296 4.1

(22)県支出金 2,623,936 7.3 2,356,760 6.6 267,176 11.3

(23)市債 1,883,500 5.3 2,281,100 6.4 △ 397,600 △ 17.4

13,646,433 38.1 13,240,259 37.1 406,174 3.1

35,870,000 100.0 35,630,000 100.0 240,000 0.7合       計

区          分 比  較 増減率

自
 
 
主
 
 
財
 
 
源

依
 
 
存
 
 
財
 
 
源

令和７年度予算額 令和６年度予算額

   依存財源計   

   自主財源計   



 歳出内訳（目的別）
  （単位︓千円，％）

構成比 構成比

(１)議会費 290,286 0.8 290,553 0.8 △ 267 △ 0.1

(２)総務費 5,766,294 16.1 5,214,212 14.6 552,082 10.6

(３)民生費 13,279,688 37.0 12,380,003 34.7 899,685 7.3

(４)衛生費 4,058,436 11.3 4,103,065 11.5 △ 44,629 △ 1.1

(５)労働費 37,536 0.1 48,737 0.1 △ 11,201 △ 23.0

(６)農林水産業費 738,391 2.1 738,428 2.1 △ 37 △ 0.0

(７)商工費 609,464 1.7 699,114 2.0 △ 89,650 △ 12.8

(８)土木費 2,415,897 6.7 2,370,810 6.7 45,087 1.9

(９)消防費 1,771,981 4.9 1,830,062 5.1 △ 58,081 △ 3.2

(10)教育費 4,734,353 13.2 5,760,797 16.2 △ 1,026,444 △ 17.8

(11)災害復旧費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

(12)公債費 2,067,668 5.8 2,094,213 5.9 △ 26,545 △ 1.3

(13)予備費 100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

35,870,000 100.0 35,630,000 100.0 240,000 0.7

増減率
令和７年度予算額 令和６年度予算額

合       計

区       分 比  較


